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2020年までの実績値は総務省「国勢調査」 より、2025年以降の推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より引用。
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本庁組織については、原則、静岡庁舎に集約して配置
することが望ましいとしています

本庁集約方針

・意思決定の迅速化、危機事案への迅速な対応、業務の効率性といった

観点から、本庁組織については、原則として、静岡庁舎(やその周辺)に

集約して配置することが望ましいと考えています。

・現在は、静岡庁舎と清水庁舎に分けて配置する分庁舎方式をとって

おり、清水庁舎には本庁組織である「子ども未来局」「経済局」

「教育委員会」が配置されています。これは、既存庁舎を有効利用

するという考え方に基づくものです。

※ 改修等の整備方法の場合は、新築に比べ、整備後の使用可能期間が

短くなるため、諸条件の整理により、総合的な判断による本庁組織

配置の検討が必要であると考えています。
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